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奥州市議会建設環境常任委員会 所管事務調査 会議録 
 
 

【日  時】令和６年10月８日（火） 13:27～15:19 

【場  所】奥州市役所 ７階 委員会室 

【出席委員】 野富男委員長 及川春樹副委員長 東隆司委員 小野優委員 千葉敦委員  

藤田慶則委員 

【欠席委員】瀨川貞清委員 

【説    明    者】市民環境部 

及川協一 市民環境部長兼ＧＸ推進室長 

及川政典 生活環境課長兼ＧＸ推進室主幹 

大内守人 ＧＸ推進室副主幹 

【事    務    局】佐藤副主幹兼議事調査係長 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

【次  第】 

１ 開会 

２ 委員長挨拶 

３ 調査 

ＧＸの推進状況について 

(1) ＧＸ推進に係る取組状況について 

(2) ＧＸ推進室設置後、半年を経過しての課題等について 

〔調査のまとめ〕 

４ その他 

５ 閉会 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

【会議要旨】 

１ 開会  

（及川副委員長） ただいまから建設環境常任委員会所管事務調査を開会いたします。 

委員長よりご挨拶申し上げ以後の進行につきましても委員長にお願いいたします。 

 

２ 委員長挨拶  

（ 野委員長） 大変ご苦労様でございます。若干予定時間より早いようですが、ただいまから、

建設環境常任委員会の所管事務調査を始めて参りますが、本日はＧＸの推進状況に関して、ＧＸ

推進に係る取組状況、それと、ＧＸ推進室設置後の半年を経過しての課題等について調査をさせ

ていただきたいと思いますのでよろしくお願いをしたいと思います。 

 

３ 調査 

（ 野委員長） 本日の出席委員は、定数には達しておりますが、瀨川委員が本日欠席となって

おります。 

早速調査に入りたいと思います。 

本日の説明に当たりまして、市民環境部ＧＸ推進室から、及川協一部長兼室長、及川政典生活

環境課長兼ＧＸ推進室主幹、大内守人ＧＸ推進室副主幹にそれぞれご出席をいただいております
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が、大変、ご苦労さまでございます。よろしくお願いします。 

本日の進行でございますが、それぞれご説明をいただいた後に、各委員から質疑をさせていた

だいて、本日の調査とさせていただきます。 

では、調査項目であります。ＧＸの推進状況について、当局からご説明をよろしくお願いしま

す。 

（及川室長）それでは市民環境部長兼ＧＸ推進室室長の及川でございます。よろしくお願いいた

します。私の方から簡単にご挨拶をさせていただいて、そのあと資料に基づいて説明させていた

だきます。着座にて失礼します。 

まず、ＧＸ推進室が何を目指しているのかということで2050年のカーボンゼロ表明をさせてい

ただきました。宣言という形ではなくて表明の形でさせていただいております。 

2050年にカーボンゼロを目指すということがどういうことかということですけれども、簡単に

概略についてご説明をさせていただきますが、2013年度のＣＯ2排出量、これを2050年度までにゼ

ロにしましょうということです。ただ、我々が生活を送っていれば、ＣＯ2は必ず排出されるもの

でございますので、１つ目は、どうやって削減していくかということの大まかなイメージを掴ん

でいただければと思っております。 

2013年度のＣＯ2排出量が、奥州市全体で10とした場合、割合についてはこれから技術革新等で

変わってくる可能性はありますが、例えば、省エネルギーの推進で３割減らしました。そういう

仮定にしましょう。そうすると、７割が残ります。ＣＯ2の排出量、それを今度は再生可能エネル

ギー等でＣＯ2を排出しないエネルギー等を利用して４割活用しましょう。そうすることによって、

７割の削減ができる。ただ、３割は残ってしまいますよと。 

これをどうしていくのかっていうと、今度はカーボンオフセット。要は、ＣＯ2のＪクレジット

等を逆に買い取って、ＣＯ2排出量をゼロに戻す。このカーボンオフセット等については、有料で

他から買い取ってくるしかないという状況ですので、このカーボンオフセットの状況をなるべく

減らしていきたいと。 

要は省エネルギーの推進と再生可能エネルギー等による置き換え、こういったものを活用して、

どれだけ減らしていけるかっていうところが、根本になってくると。 

これが途中の2030年度の目標値としては、2013年度から約46％、約５割を削減しましょうとい

うのが国の目標になってございます。それで、今、各省庁、都道府県、市町村でそれぞれ取組を

始めましょうという状況になってきているというところをまずご理解いただければと思います。

その上で我々、環境基本計画に基づきまして、活動をしてきておりましたが、さらに、地球温暖

化対策実行計画の事務事業編、これはもうスタートして、市役所として取り組んでいるというと

ころでございます。 

これから取り組もうとしているのは、区域施策編、奥州市全体でどうやってＣＯ2を削減してい

きましょうかというところの計画を、次期環境基本計画と同時に策定をしたいということで、今、

スタートをしたところでございます。今年度の取組とそれから今後の進め方等について、今日は

資料に基づいてご説明をさせます。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

（ 野委員長） 及川主幹。 

（及川主幹） それでは提出済の資料に基づきましてまず、私の方から、説明をさせていただき

ます。 

パワーポイントの資料、ＧＸの推進状況についてというファイルをお開きください。それでは

１ページ目表紙でございます。実質、２ページ目に１と書いてありますがここ１ページというこ

とで説明を始めます。まず、ＧＸの推進状況についてということでございます。 

ご承知のとおり、令和６年４月の設置ということで、市民環境部の部内室ということで、設置

をしております。体制については、専任副主幹でございますが１名、それから５名が兼務という

ことで、室長を部長が兼務、それから主幹については私生活環境課長が兼務。それと生活環境課

内の係長級２名、上席主任級が１名ということで全部で６名体制ということになっております。 

これまでの取組ということで、結果として発表されて公表されていること等についてまとめた

ものが、３番でございます。 



3 

 

まず、Ｊクレジットにおける共同創設者のプロポーザル実施ということで、８月６日にプロ

ポーザルを実施して業者を決定いたしまして、現在どのような形で契約を結ぶか。市にとっても

初めての形でございますので、現在、決定者と協議を調整をしているところでございます。 

それから、先ほど部長からありましたとおり、８月７日には、二酸化炭素排出実質ゼロ表明と

いうことで、いわゆる環境省が言うところのゼロカーボンシティ宣言というものを行いました。 

それから、８月17日には、これも現在進行形でございますけれども、奥州市の保有施設に係る

太陽光発電導入可能性調査ということで、８月17日に契約を締結しております。 

こちらは、令和７年１月末までの期限ということで進めておりますので、今年度末までに一旦、

導入の可能性について、こういった施設で可能性がありますよということで報告を受けるもので

ございます。 

それから最後、脱炭素に関する連携協定の締結ということで、アサヒ飲料、それから市内の企

業、関連企業である株式会社ミチノクと３者で連携協定を締結いたしまして、温暖化防止対応、

それから環境適応、特に熱中症対応の部分、ご協力いただくということで締結しまして発効して

おります。 

今後の流れでございます。 

先に、資料の３ページの方をご覧ください。 

こちらでお話した方がわかりやすいと思いますので、今後の流れということで、ご説明をいた

します。 

まず、令和６年度でございます。 

環境基本計画、それから一番下でございますが、地球温暖化対策実行計画の事務事業編、これ

は市役所内ということになりますけれども、こちらについては既に計画がございますので、現在、

この計画等に基づいて、諸施策を推進しているところです。 

令和６年度については、まずは、先ほど申し上げましたとおり、まずは、二酸化炭素、カーボ

ンゼロというものを表明を行いまして、まず市内外に対して、市の姿勢を明らかにする、目指す

方向性を確定させるというような取組、それから、次年度以降に策定予定であります地球温暖化

対策実行計画の区域施策編、これは市内全域をカバーするというものでございますけれども、こ

の計画を立てるための基礎調査を行っているということでございます。 

それからあとは、各実際の事務事業につきましては、各所管部署で行うことになりますので、

そういった取組を推進するための職員研修というものも、併せて、今年度以降行っていくという

ことでございます。 

令和７年度には、環境基本計画、それから区域施策編の策定のための基礎調査の委託を行うこ

とを計画しておりまして、令和８年度に計画素案の策定等を行いまして、令和９年４月から第３

次奥州市環境基本計画、それからこの中に区域施策編、地球温暖化対策実行計画を含むという形

で、設定して参りたいということでございます。 

１ページに戻っていただきまして、今後についてということでございます。 

今、３ページでご覧になっていただいたところにほぼ網羅はしてあるところでございますけれ

ども、一番最後の４つめのポツといたしまして、令和６年度から、総合計画の見直しにおける

ローリング作業の中でＧＸ枠、未来投資枠の中にＧＸ枠を設定していただきましたので、それに

基づいて、ＧＸ枠の事業も行っていくということになっております。 

今後についての課題ということでございますけれども、各種計画策定のための基本調査を令和

６年度、７年度、８年度のところで、着実に実施して参りたいということでありますけれども、

やはり１番ネックになるのは、その職員の基礎知識をつける部分というのが、最大の課題になっ

ていくんだろうと思っております。 

どうしてもＧＸ、それからＤＸもですけれども、その専門部署がすべて引っ張っていって、

引っ張ってもらう形でいけるものだというような形で考える職員がどうしても多い状況でござい

ますけれども、実際のところは、施設の管理、例えば太陽光発電の設備を設置するにしましても、

当該施設を管理している部署で、実際の工事を行うということになりますので、当事者意識を

持っておくのは当然のことですけれども、自分の事務事業に落とし込んで、ＧＸを考えていって

いただかないと、奥州市全体としては進まないということになりますので、まず今年度は、管理
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職の方から、管理職層の方を対象にした研修等を中心に行いまして、徐々に担当職員におろして

いくような形で進めて参りたいと考えております。 

２ページの方は、事務分掌をお示ししております。 

ＧＸ推進室の分掌事務の３本柱ということで、再生可能エネルギーの推進に関すること、環境

基本計画の策定に関すること、地球温暖化対策実行計画の策定及び推進に関すること、こちらが

３本柱になるというところでございます。 

簡単ですが以上でございます。 

（ 野委員長） ありがとうございました。 

それでは、ただいまのご説明に対する質問ご意見がありましたら、それぞれ各委員からどうぞ

積極的な発言をお願いいたします。 

東委員。 

（東委員） ちょっと私のことよりも、事前質問の部分については、ご回答はいただけるので

しょうか。 

（ 野委員長） 及川室長。 

（及川室長） 事前質問をいただいております。かなり詳細な内容だったかなと思っているんで

すけれども、我々ちょっと文書ではお答えできないなと思っております。というのは、何をした

いのか、何をターゲットにして脱炭素を進めたいのかというところが具体的にならないので、ど

ういったものが対象になるかによって、関係省庁、部署も違ってきますので、それが明らかに

なってこないとなかなか難しいだろうなと。 

一般論としては、こういう制度があります、こういう制度がありますっていうのは、省庁の

ページなんかを見ていただければわかると思っておりますので、そういった部分では、何でしょ

う、この分野でこういうことをやりたいんだけれどもどうだろうっていう形であれば、ある程度

お答えできるかなとは思っておりますが、なかなかちょっと難しい質問だったかなというふうに

思っております。 

なので、今のところ事務局ともちょっと調整をさせていただきましたが、文書での回答という

のは、ちょっと考えておりません。こういったことでどうだろうということで今日の場でいろい

ろと質疑できるのであれば、それはいろいろとやらせていただければというふうに思います。 

以上でございます。 

（ 野委員長） 東委員。 

（東委員） すいません。私が出した質問じゃないので、どなたが出したか私はちょっとまた存

じ上げないんですが、であれば質問を作成された方から、今の部長のお話もあったので、この質

問をもう少し噛み砕いて聞いていただいて、そのやりとりをしてから、次の質問に入ったらいか

がでしょうか。 

ということで、ちょっと議事進行みたいなお話ですけど、せっかく質問があったので、これを

やっぱりやりとりした方がいいのかなと思ったので、お取り計らい願えればと思います。 

（ 野委員長） 副委員長の方からお願いします。 

（及川副委員長） ありがとうございます。 

財源のところはこのようにいずれ、来年度でもいい。 

ある程度、予算、一応これつけるような話の、なんでしょう。ちょっと忘れましたけど違いま

したっけ。 

なかなか、本日の内容がわからなかったので、ちょっとざっくりした質問で書き出させていた

だきました。 

いずれ国も進めているというような話ですので、何か補助金、助成金ってあるのかなって。 

例えば産業界だと省エネ補助金とか、あと、前、地区センターが相談いただいたときに、何か

ＬＥＤの照明が付けられないのかというときに、やっぱり国の方に電話したら、何か建物、行政

であっても補助対象になりますよみたいな話もある。 

意外とこう広くあるんだなってのは認識しており、今後そういったものを検討されるのかな。

いずれ、なかなか省エネ関係っていうのは、やはり初期投資がすごくかかると思いますので、多

分そのいわゆる財源確保が大変だろうなと思っています。ただ、何かしら市の修繕に絡めてとか、
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あと投資した部分か何かで、これぐらい効率良くなりましたよみたいなものを、ある程度その指

標として持ってくるのかなということをお聞きしたかったです。 

２番目の技術的な知識、リソースの不足で、先ほど職員さんの管理職主体に、最初の方は意識

調整っていうか、基礎知識だと思いましたのでいいと思うんですけれども、いずれちょっと意外

と省エネ系って専門的な知識が求められるといいますか、何かこう、職員の皆さん６名ほどで対

応されるようなんですけれども、やっぱりまだリソースとなるような、当てになる方々っていう

か、例えば大学の先生もいらっしゃるでしょうし、経産局あたりも多分そういった担当かどうか

いるのかなあと思う。それを相談できるような、やりとりできるような方、今後どなたか検討さ

れているかなということをお聞きします。 

あと３番目、ちょっとこれまだ先なので、いずれ何か、よく遠野市、太陽光をつけたら何かす

ごい土砂が落ちてきて、すごい問題になったとかっていう話ありましたので、やっぱり、多分そ

ういった住民理解と、場所については今後市民の方々にある程度、共有っていうんですかね。そ

ういうのも進める必要があるんじゃないかなと思います。 

あと民間企業もやっぱり、なかなか手を出しづらいところではある。その辺の意識醸成ってい

うのは、何かしら広報誌なんか使って、あとは、法規制・行政手続のところで、これも主に民間

のところなんですけども、何かしら、今後ワンストップで、今もちょっと太陽光設置したけど、

許可しないで付けちゃったとかあるようですので、何かしらそういったワンストップでできるよ

うな体制というのは今後検討されるのか。 

あとは５番目は、これもちょっと地域的な話なんですけど、再エネ推進するのに有利な地域、

有利じゃない地域ってあると思います。多分、最初は市の施設メインだと思いますけれども、そ

のそれに近いような副行政施設っていうんですか、例えば地区センターとか、あとは、地区公民

館、集会所っていうんですかね。ああいったものも対象になるのかお聞きしたいです。 

あとは、民間事業者を含め、Ｊクレジットは先ほどお話ありましたので、これは、そのとおり、

進むんだろうなと思っています。８月から、プロポーザル実施されているような話なんで、もし

何かしら情報提供いただけるものあればお願いしたいです。 

（ 野委員長） 大内副主幹。 

（大内副主幹） それでは、事前にいただきました質問の紙ものと、あと今副委員長の方からの

ご説明を追加でいただきました部分をまとめて、順番に回答していきたいと思います。 

まず、財源の部分でございます。 

国の方で、現在、令和７年度の概算要求に関係します情報提供が、各市町村の方になされてお

ります。国の方で行っております財源に対する補助につきましては、令和７年度が１つの区切り

となってございまして、令和８年度以降につきましてはまだ明らかになっていないという状況で

ございます。 

県の方におきましても、現在計画づくり等に関しましての補助金をお示しいただいているとこ

ろでございますので、私はもしタイミング的に合うようでございましたら、その補助金について

は活用についても検討はして参りたいと考えているところでございます。 

民間の事業者等に関するＧＸ関連、再エネ等、あるいは省エネ等の、補助金につきましても国

の方から示されておりますので、様々な補助団体を通して、あるいは直接的に事業者の方に、既

に補助金が流れているという仕組みは整っているところかと思っているところでございます。 

次のＰＰＰやエネルギー関連企業との連携によりの部分でございますが、お話のとおりＰＰＰ

等で、仮に、市役所の施設、建物等が一括管理して一般的な修繕、あるいは利用状況に合わせて

の改築等、あるいは新設等を一括管理するということについては、新たにＧＸの１つであります

再生可能エネルギー設備の導入というタイミングを図る上で非常に重要な要点を備えているなと

考えているところでございます。 

ＧＸの方で先日、現在行っております、太陽光発電導入可能性調査を行うに当たって、市の保

有施設すべてを一応、目を通した形にはしているんですけれども、各担当部局によって管理する

施設が様々な性格を備えたまま、バラバラに管理されているというようなちょっと印象を持った

ところでございまして、それをまとめた形で、さらに庁内に意見照会をした上で、たたき台とな

る施設をあぶり出すというところで非常にちょっと苦労した記憶がございます。 
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なのでＰＰＰと、それを外部の方で一括管理がされるということがもしなった暁には、職員の

方の負担軽減も含めてより効率的な、こういったＧＸも含めての新たな課題に対する解決策の導

入について、コスト、あるいはマンパワーの削減等が図られるのではないかなと考えているとこ

ろでございます。 

３番目の財政プランに組み込みというあたりでございますが、先ほど課長の方からの説明の中

にもありましたとおり、７年度予算に対しますローリングの方に、ＧＸ枠ということで、未来投

資枠の中に加えていただくことができましたので、私どもが持っております視点を持ちまして、

その投資枠の中で、ご意見を述べさせていく場をいただけるなということでおりますので、まず

はその形で、具体的な予算の範囲の段階においてお考えの方をさせていただければなということ

で考えているところでございます。 

２番目にもあります、技術的な知識やリソースの不足ということでご指摘のとおり、私、文系

の大学でございまして、全くもって対応方法というのは住宅の屋根に乗る程度のものという認識

で入っているところでございますので、独学ベースというところは、日々、苦労しているところ

でございます。 

国等から、専門家等の派遣事業ということで、そういった事業も準備されているところでござ

いますので、研修等の際に当たりましては、そういった外部講師でそれなりの知見、技術、経験、

携われたご経験ある方について、講師という形でお呼びできればなというところで現在検討を

行っているところでございます。 

あわせてその技術的な知識という分につきましては、特に副委員長がおっしゃいました、その

技師ということで、財産運用課の技師あるいは都市計画課の技師等にご相談をして、企業等から

お話があった場合にそれが果たしてどういった位置付けになるものかというのを確認しながら進

めているものでございます。 

裏返しますとＧＸを推進するに当たりまして、そういった技師等の存在につきましては特に強

い、保有施設に対してグリーントランスフォーメーションを進めていく上で非常に重要な要素に

なってくるものと認識しております。 

業務の委託に関してもそれはもうご指摘のとおり、当然専門的、高度な専門性を持つような分

野の業務につきましては他の業務と同じように、外部の方に委託をしていくと、一定以上の質を

担保するということについて非常に重要だと考えているところでございます。 

技術的な課題につきまして、当然このＧＸの分野が日進月歩で技術がどんどん変化をしている

という状況でもございますので、まだ、研究的な分野、商業的な分野、あるいはもう一般家庭に

入るレベル、実用的な分野が様々混在した情報がちまたに流れているところございますので、そ

れらを業者等あるいは専門家等のご意見もいただきながら分別をして、より奥州市にとって、コ

ストを抑えつつ、リスクの低い形で導入を図っていくべきものと考えているところでございます。 

続きまして３番目の住民の理解協力の部分につきましてでございます。 

お話があったとおり県内でも、例えば太陽光発電の開発に伴う公害等が発生している状況を踏

まえまして、今年度、改正再生可能エネルギー特別措置法の改正分が施行されたところでござい

ます。 

主な施行内容としましては、一定以上のキロワット数を発電する事業者におきましては、FIT・

FIP（フィット・フィップ）ということで売電事業を行う前に、その許認可を資源エネルギー庁の

方が出す前に、発電所を開設する場所が含まれる市町村に、周辺地域の住民に対して相談をする

範囲を意見を求めてくださいと、事業者がここに太陽光発電を設置するので、その周辺地域の住

民の範囲はこの地図の上だとこの方々でよろしいですかっていう相談を地元自治体に求めること

が義務づけられております。 

既に本年度におきまして５件から６件余りの、事業者からの相談に対してＧＸ推進室は対応し

てございまして、説明会でありましたり、ペーパーによる戸別訪問とか様々な形態は法律上認め

られている中でございますが、事業者さんに対しては、そういった形で十分に地元との合意形成

を図っていただくようにということで、こちらからもご説明しつつ、法令に基づいた対応をお願

いしているところでございます。 

なので実際に、発電所の付近の住民の方につきましては、事業者さんの顔を見る、あるいは事
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業者さんが作ったペーパーを見て、質問・意見等をやりとりできるという仕組みが法律上整って

いるところであるというところでございます。 

次のページということになりますが上の方、今の分について説明会等、これにつきましては、

基本的にその発電事業を行う者が責任を持つということになってございます。 

なのであくまで、寄せられた住民と意見がもし審議をされた場合には、事業者の方にお繋ぎを

して、それらの解消に努めていただくということで対応して参りたいと考えているところでござ

います。 

続いて教育関係の分野でございます。 

ＧＸの重要性や具体的なメリットをわかりやすく伝えるための広報活動教育プログラムでござ

います。 

こちらにつきましては、生活環境課の方で、様々な形で環境教育・環境学習を推進しておりま

すので、それらの中におきまして、省エネ、あるいは再エネの導入、あるいは脱炭素といった分

野につきましても機会をいただいて、例えばイベント形式のような形で、外部講師を求めながら、

広く市民の方に楽しく参加いただいて、お伝えしていく機会を考えて参りたいと今検討しており

ます。 

続いて、地域裨益型の再生可能エネルギーということでございます。 

現状、事業者様が行われる再生可能エネルギーというのは当然、民間事業者でございますので、

それぞれの利益を追求するっていうのは非常に重要な要素になってございます。 

その上で、市内での発電されたエネルギーをできれば、市の中で使っていただくということで、

住民の方々、市役所も含めて、地域裨益という形に結びついていくところでございます。 

それぞれの事業の収支方向性について市が直接意見をお伝えすると、何か求めるということは

なかなか通常難しいことではございますが、何らかの情報があったときに、情報収集をするか、

できれば市の中で使っていただくようにできますかっていうようなお話をするケースもあります

ので、そういった形でまずは、域内の利益という視点を持ちながら、事業者の方には対応して参

りたいと考えてございます。 

４番目の法規制や行政手続の複雑さの解消でございます。 

こちらは、改正された再エネ特措法に基づいて進んでいきます。スタートから実際に事業の開

始まで、一応スーッと流れるようにはなっているようでございます。 

事業者向けの相談窓口も資源エネルギー庁の方に設けられてございますので、そういった形で

対応されてくる業者様が多いように感じております。 

それぞれ森林、あるいは農地、あるいは大規模な土地の取得と様々な法律に分かれて、市の庁

舎内でも担当部署が分かれてございますが、施設場所によって、こちらで把握できる分について

は、次にこういうところもありますよねということでご案内することもしておりますので、まず、

利益を求める事業者様の方、自身の事業に関連する法律を十分に理解をされて事業を推進される

というのが一番大事だと思いますので、そういったところも含めて、こちらで用いる情報につき

ましては、提案を差し上げておりますが、基本的には事業者様の方で、様々な法律が求めるとこ

ろの規制に市の事業をどう対応させていくかというところについては、遵法精神を持って取り組

んでいただければというところで考えているところでございます。 

５番目、エネルギーインフラの整備不足でございます。 

こちらにつきましては、現在再生可能エネルギーで発電された電力を、例えばということにな

りますが、利用するためには当然電線を通さなければならないということとなります。高圧50キ

ロワットを超えるような高圧の電車を通す場合には、１㎞当たり１億円と一般的には言われてい

るところでございます。そうなってきますと奥州市の場合には東西に、比較的平たんで広大なま

とまった土地があるということで太陽光に適している要因になるんですけれども、そこから、電

力の需要として規模が大きい市街地の方に電気を流すとなると、非常に膨大なコストがかかると

いうことで、その場合に次の案として、東北電力等既存の電力施設を託送、預けて送る託送とい

うことで、電力を送る場、道を借りるという方法もございます。 

現在こちらの２番目の方法と事業者様が多いということで、聞いておるところでございます。 

基本的には、再生可能エネルギーの発電できる電力は一般的に石炭火力や原子力と比べますと
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不安定かつかなり小さいという印象を持たざるを得ないということがありますので、送って使う

よりも、現地で使うところで作って現地で使う、オンサイト、その場で作って使う。この考え方

は、現状奥州市にとって特に外せないのかいうところでございます。 

一番のコストを抑えることができるということと、無駄な電力を作らないと、無駄な施設も作

らないで済むということの両立を深めていくためには、作った場所で使う、使いたい場所で作っ

て使うということを１丁目１番地にしないと、無駄な森林破壊等に繋がる可能性がありますので、

需要地のそばでいかにつくれるかということの視点は外せないというところで考えてございます。

その場合は、インフラである電線を庁舎の、例えば屋根に乗っけた場合には電線が外を通るわけ

ではありませんので、先ほどの１キロ１億円っていうのは考慮しなくてもよくなるという意味で

は合理性があるのかなということでお話を伺って、情報をいただいたところでは考えたところで

ございました。 

それと、優先的に改修すべきエリア等につきましては、今現在、市保有施設に関しまして太陽

光発電導入可能性調査を進めているところでございます。 

現在は、30分ごとの電力の各建物の使用量を東北電力からいただくために、あらゆる伝票を今

集めているというところでございます。 

それでＩＤを取って東北電力に申請をすると、30分ごとの電力の消費量のグラフが出ますので、

それによって、電気の使用量をより細かく把握をして、その上でどのように買った調達電力を入

れるのか、発電した電力を入れるのかのコントロールができてくると。それで容量が決まってく

るということがあるそうでございますので、今そういった調査をしております。 

その上で、各施設の所在場所及びその敷地、あるいは付近にある市保有の土地等含めたときに

改めて総合的に考えた後に、集中的にこのエリアであればというようなところが浮かび上がって

くる可能性はあるのかなと認識でございます。 

今は全くそういった情報がございませんので、全くもって白紙という部分でございますが、よ

り効率的に、エネルギーをつくり出して、エネルギーを使い切るということを前提としてこれに

ついては今後検討していく場合が出てくるかなと考えてございます。 

同じようにスマートグリッドや分散型エネルギーシステムの導入ということにつきましても、

それぞれ、建物の形状、向き、敷地の面積等でこちらが可能かどうかというのがまだ現在わかり

ませんので、これにつきましては調査の結果を経て、その後に実際に計画づくりを進めていく上

で、市内における再生可能エネルギーをより効率よく導入していくためにはという視点を持った

上で考えていければいいかなというところでございます。 

最後に民間事業者への普及についてでございます。 

現在、市有林の森林に係るＪクレジットにつきまして、相手方業者様と詰めの協議を行ってい

るところでございます。 

今回、市有林ということで市保有の森林から生まれるＣＯ2の削減量をクレジット価値に変えて、

必要とされる方に購入いただいて金銭を得るという仕組みに参加しようと、研究・検討を進めて

いるところでございますが、民間の、例えば奥州地方森林組合様等の方でも、私有林等の管理を

行っていらっしゃいますので、そちらの方で、Ｊクレジットの創出に必要な森林経営計画等の策

定を進めているということでございましたら、こちらからは今回の経緯も含めたノウハウ等を情

報お伝えしつつ、ぜひそういった形の参加ということを積極的にしていただければ、全体的な奥

州市内の森林の保全、育成、ひいてはそこから生まれる脱炭素能力の改善・拡大ということで、

林業という分野に対して、新しい活躍の場といいますか、新しいページが出てきたというところ

でございますので、その点については当方で得たノウハウ、経験につきましては、必要とされる

方々には、十分に共有して参りたいと考えているところでございます。 

その先に、受け取られた方々の方で抱えておられる資源について、発想を膨らませていただい

て、進展をしていただければ、こちらの質問書にありますとおり、普及という段階に繋がってい

くのかなということで、現時点では考えております。 

以上でございます。 

（ 野委員長） 副委員長。 

（及川副委員長） ありがとうございました。 
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大方、ある程度もうしっかり固まっているなって感じしました。 

１点だけ。エネルギーインフラのところで各施設の30分ごとの電力使用量を確認されていると

お話があったんですが、よくあるのが、いわゆるオンデマンド方式で、電力のピークのときにな

ると、警告、警告が鳴るというか、例えばエアコンを止めてくださいとか、そういったものが、

結構、民間では進んでいるんですけれども、いずれこのＧＸを進めるまで期間がある間に、そう

いった施設内での省エネ対策みたいなものの検討はしているのでしょうか。 

（ 野委員長） 大内副主幹。 

（大内副主幹） 先ほど部長からの当初の挨拶にもありましたとおり、再生可能エネルギーを流

し込む前に、いかにそのエネルギーの需要の分母を小さくするかというのが非常に勝負どころに

なってございます。そういう視点では省エネと言う部分につきましても重要ということになって

おりますので、ＧＸ推進室では省エネという部分についても生活環境課と協力して、庁内外に訴

えているところではございますが、実際のその設備等につきましては、各管理担当課の方に情報

も流しておりますので、まずは実際に対応を、載せてしまう前に最大限の省エネに関する努力、

設備投資という部分については、各所管課の方でも取り組んでいただきたいなというところで、

そこは情報共有を図っていきたいと思います。 

国の補助金等につきましてもその省エネ分野に関する補助金等のメニューがあったというふう

に記憶しているところでございますが、それに関して、令和７年度が１回の最終年度ということ

でございますので、現段階でその設計とかそういったのが間に合うかどうかと言う部分について

ちょっと懸案というところでございますが、そこにつきましては、国等の方にも要望の機会があ

りましたらお話を進めていくというところでございます。 

あと、もう１つの30分ごとの電力を測る件ですが、電気が10ほしい、必要とする電気と流れ込

む電気が数パーセント離れると停電を起こそうです。最新の設備、最新のＡＩを活用した電力の

需給と供給のバランスを考えるＡＩによると、１分毎に調整をしているということでございます。 

実際30分でも本当は、今で言うと通常の、普通の調査でありますが、その先には１分ごと、数

秒ごとの電力調整を図っていかないと、発電された電気が、流れ込んだ瞬間に停電を起こすとい

うような仕組みになっているそうです。 

その辺りも含めて、より最初のお話のとおりまずは省エネ化を進めて、ちょっとそのリスクを

いかに減らして、その上で、発電された電気をいかに効率よく最大限使えるかという部分につい

ては、技術的な部分になってきますので、そこのあたりについては、専門的な業者様のお力をお

借りして考えていかなければならないということで考えております。 

（ 野委員長） 及川室長。 

（及川室長） ちょっと補足です。 

令和７年度が最後だっていうのは、国の重点投資期間が令和３年度からスタートして、３～７

の５年間が重点投資期間だったので、奥州市がＧＸに取り組み始めましたのは今年なので、後発

都市だっていうことをまずご理解をいただければと思います。先行しているところはもう、先行

地域とか、重点支援を受けて交付金なんかも受けて、積極的にやって、地域電力会社なんかも起

こしたりして取り組んでいるところが進んでいます。 

ただ、そこはリスクも抱えていますので、そういったところも見極めながら、令和８年度以降

の部分でどう取り組んでいくのかっていうのは、じっくり考えたほうがいいかなというふうに思

います。あとは、太陽光発電がそのまま、経済的な削減に繋がるのかっていうと、そうではあり

ません。特に公共施設につける場合は、自前でつけるか、初期投資をして自前でつけるか、もし

くはＰＰＰのような業者につけてもらってそこから電力を買うかっていうことなので、今、大内

副主幹が言ったように、やっぱり消費電力を一番低減させた上で、どう効率化するか。 

今、西日本なんかでは太陽光発電はすごく盛んなんですけれども、電気を捨てている状態です。

要は電力会社が買ってくれないので、もうピークだから要りませんってなると、太陽光発電の業

者からは、自動的に送電がストップする形になっていて、すごく無駄になっています。そうする

と蓄電の技術とかで、そういったものも含めて検討していかないと、最大効率化は図れないとい

うことを我々も理解しておりますので、そういった部分については、やはり知見、しっかりとし

た知見のもとに太陽光発電を設置していこうっていうところを方針として決めていかないと難し
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いかなというふうに思います。以上です。 

（ 野委員長） 千葉委員。 

（千葉委員） どうもありがとうございます。 

この対応、市役所のいろんな施設に太陽光発電を載せていくというふうになるかと思うんです

けれども、私議員になって、１年・２年ぐらいのときだと思うんですが、奥州市として太陽光発

電、もう屋根の、屋根のといいますか建物の、そして、エネルギーを自分のところで作って、市

役所の建物で使うことによって経費の節減になるんじゃないかという質問をしたことがあるんで

すけれども、その時、当時の市長から言われたのは、公共施設、どこどこ、各担当が、それこそ

部署があるということですけども、どこの建物も構造上、そういう想定して作ってないから無理

だと一言で片付けられました。 

そう言った点は今、調査をしているからそれは考えられていると思うんですけども、その辺は、

いかがでしょうか。 

それから、電力を使うというのは、やはり、夏場の昼間のエアコンを使うピークと、あと、こ

の地域は寒いので冬場の電気を使うと思うんですけれども、夏に関して言えば本当に家庭、各家

庭で太陽光を程度上れるところを上げてもらうことによって自分の家でその作った電気を自分の

ところで今月、つまり暑いときは対応ができるわけですから、そういったことをもうちょっと、

国全体でもそうだと思うんですけども、そういったことも考えながら、この計画を進めるときに

考えていったらいいんじゃないかなと思いますので、その点をまずお願いします。 

（ 野委員長） 大内副主幹。 

（大内副主幹） ありがとうございます。 

まず１点目の構造上の問題についてでございます。 

ご指摘のとおりあると思います。本庁舎につきましても、本来陸屋根、平坦な屋根であればい

いんですが、当然その周りに管のようにここは壁が回っていたりするというところでございます。

現在の太陽光パネルはガラスで被膜を覆って非常に重いということがありますので、今回の調査

におきましては、載せられるところを前提に、何キロ乗るという調査ではなくて、載せられるか

どうかも含めて調査を施設に対して行うこととしております。 

結果、載りませんっていう結論が出る庁舎もあると思います。 

そこをベースに、国の地球温暖化対策政府実行計画の中で載せられるキロワット数の太陽光

50％、2030年度までに載せるのを目指してくださいねっていうことのそのベースライン、ゼロ地

点を今回つくり出せればということがまず１つでございます。 

現在の太陽光パネルの次世代等も含めて様々開発が進んでいるところでございます。 

それぞれの建物の耐用年数等も加味して今回調査を行っているところでございますが、新しい

対応が出たときに、現状の構造ではクリアできなかった課題が、新しい技術によって、超えてい

くことができるかもしれないというところは、様々お話が出ているところでございますので、未

来に対して、今こういう原因で駄目でしたというところを明らかにするということについては、

有益ではないかなと考えて進めているところでございます。 

あと続いて夏のエアコン、あと冬の暖房と消費電力のアップダウン、西日本と東北地方の東北

町北部におきましては、日照量がおよそ倍以上違います。 

同じ面積、太陽光パネルを設置してもう東北では、雪が降る季節は全く発電ができない上に、

さらに使用量も少ないということで、同じお金をかけても、西日本より非常に不利であるという

ところなので、それらも含めて、エネルギーを有効活用していくためには、発電施設のみならず、

部長が先ほどちょっと申し上げました、蓄電設備等によって、電力の供給と需要のバランスを

取っていく必要があるのかなと思います。 

ただ、蓄電設備につきましては現在開発がまだまだ進んでいる途上ということになってござい

ますので、その性能について、今後、期待をしながら、市場の動きに合わせて、コストが下がっ

ていくというところをちょっと願っているような形でございます。 

いずれそういった新しい設備も含めて考えると、委員がご指摘された部分についても、クリア

できてくるのではないかなと思っているところでございます。 

以上です。 
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（ 野委員長） 千葉委員 

（千葉委員） もう１点。森林の活用ということもいっぱいお話いただきましたけれども、森林

に関しては、例えば森林環境譲与税という活用も、考えられると思うんですけども、それは農林

部の方、当然関係していると思うんですけども、その辺の見解があればお願いします。 

（ 野委員長） 及川室長。 

（及川室長） 森林環境譲与税が今、環境税になりましたけれども、使途がなかなかなくて困っ

ているっていうお話は大分聞いております。 

ただ、今、農林部では、森林環境税の使い方の方針を決めておりましたので、基本的には、市

有林のところには、市、奥州市の市有林については、環境税は使わないよと。 

民有林の部分ですとか、公共施設の木質化、それからあと市民啓発の部分とかで使っていきま

すよっていう方針を立てられていますので、基本的には奥州市の市有林については、特財になっ

ているのは伐採した木を売った収入を基金として、財源として持っています。 

今回Ｊクレジットをやっている中では、Ｊクレジットの売り上げの部分についても、やっぱり

市、次の市有林の経営計画を作るための原資として使っていけないかということで、今内部では

調整を図っているところです。 

そうすれば、さらなる何でしょう、森林経営計画を作って伐木とか、植栽とかそういったもの

ができますので、そういうプラスの循環を今つくれるように、Ｊクレジットが使えないかどうか

ということを検討している段階でございます。 

（ 野委員長） 東委員。 

（東委員） よろしくお願いします。 

ちょっとこれからしゃべることが間違っていたら間違っていると言ってください。 

私の理解です。 

まず、ＧＸ推進室の今回資料の１ページ、そしてまず３ページの部分。 

改めて、今更ながら見ますと、まずこの現状、令和６年度から８年度までは、まず市が率先・

推進していろんなことをやっていきましょう。かなりざっくりですよ。 

環境基本計画の令和９年度から実際に動かすために８年度までに策定すると。この中で、いわ

ゆる温暖化計画のところの、これから作るところの計画、区域施策編とを入れ込みしながらここ

で、地域住民であったり、事業者だったりなんかをどのような形の環境基本条例上で言葉を使え

ば責務っていうことなのかもしれませんが、そういったことをこの計画の中に入れ込みながら、

それで、令和９年度からいよいよ仕上げて、ＧＸ推進をやっていきましょうというような流れに

なっているのだというところかまず確認したいのですが、どうでしょうか。 

（ 野委員長） 及川室長。 

（及川室長） 2050カーボンゼロっていうのは、もう全世界的な取組になっていて、国も取り組

んでいます。民間のエアコンですとか、給湯器とか、そういったものにはもう国の予算もどんど

ん入ってきていて、流れとしてはもうそこに向かっていると。だから、奥州市は、令和９年度か

ら始めますよではなくて、もう流れとしては始まっています。制度として使っている方々も市民

の中にいっぱいいると思う。そういった中で、市として初めて奥州市の現状がこうで、こうやっ

て問題解決をしていきましょうという方針ができるのが、区域施策編。それは、次の環境基本計

画と同じ策定時になりますよということで、取組としては国も県も、市でもやってないわけでは

ないです。例えば今回、国の交付金を使って、省エネ家電の買替えの補助金なんかを出したりし

て、そういうことは促進しておりますので、全体の流れとしてはもう2050年のカーボンゼロに向

けた取組は始まっているものと思っております。ただ、奥州市としては、計画の策定の部分が遅

れていましたので、そういった部分では令和９年度がスタートという捉え方かなというふうに感

じます。 

（ 野委員長） 東委員。 

（東委員） 今室長のお話のとおり、環境省の計画も今回が３回目っていうか、見直しで第３次

ですよね。ですからもう第１次から見ると相当数の年数が経っています。もっと言えば、京都議

定書なんていうようなことを言って1990年代からっていうようなことも言えば、当然今のお話は

きちっと腑に落ちるんですが、ちょっと私の聞き方もおかしいし、もしかすると、ちゃんと理解
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していないのかもしれませんが、この字面だけ追うと、繰り返して恐縮ですが、この１ページを

見るところの取組とかにも書いてある中身を見ると、奥州市はこうしますと、奥州市としてこう

いうことをしていますっていうふうなところに見えてしまうので、まずはそれをＧＸ推進室とし

ては進めていくのだということはちょっとやっぱり今の説明を聞くと、余りにも狭い了見だとい

うことなのか。 

多分皆さんも苦労なさっているんじゃないかなと思うんですが、ＧＸ推進室ができたってこと

で、私も最初はものすごくその事業者だったりとか、市民の皆さんとかにいろいろな部分でアプ

ローチをしていくための、いわゆる実働部隊っていうか、それを旗振り役になっていくのかなっ

て思いましたけれども、今のところまだ直接事業というとやはり市が、っていうところに見えて

しまうんですけれども、そこが勘違いなのか、室長のさっき言った全体の方向性は理解してはい

るつもりですが、今やっているなんですかって、究極を聞かれるとこうだっていうことになって

くると、やっぱりまず市がやっていきましょうのところをこう引っ張っていく、そして庁内に向

けて職員たちのスキルアップをしていくっていうようなことが、当面のやっぱり、スタートすれ

ばメインなのかなっていうふうに理解してしまっているんですが、そうではないということなん

でしょうけどすいません、もう１回お願いします。 

（ 野委員長） 及川部長。 

（及川室長） ちょっと言葉足らずだったのかなと思っているんですが、すいません。我々も

ちょっと、ＧＸの推進について、その予算的な面で考えたときに、国が取り組んで業界団体に流

している予算がある。 

都道府県がやっぱり国から交付金を得て、民間事業者とか向けの政策をしているところがある。

そこと市の施策は区分けしなきゃいけない。守備範囲が違ってきているよね。多分、市が独自で

やるものは、あくまでも市庁舎とか公共施設向けの。それからあとは、多分、少しずつかぶって

いくのが、市民向けのところの施策については、国や都道府県と市の施策ってかぶっていくだろ

うなと。あと財政規模によって、より強く出せたりとか、出せなかったりとかっていうところは

出てくるだろうなと。その守備範囲を確認しないうちに、いろんな施策は打てないよねと。 

むしろ、国の施策ですとか県の施策は独自で業界団体に対して説明会なんかも行っていますの

で、そういった部分でも我々より進んでいるよねというイメージです。 

例えば、江刺の工業団地で、ＥＶのトラックを購入した業者さんがおりましたけれども、そう

いうところはもう県と話をして、こういう補助があるから導入しましょうみたいな形で、やっぱ

り全体としてはもう2050年のカーボンゼロに対して進んでいる。その中で、国、都道府県、市町

村がどの守備範囲で何をやっていくのかっていうところが大事なんだろうなというところをまず

前提条件として捉えております。 

その中で、奥州市として、市民向けとか、市全体に対してどういう施策を打っていくのかって

いうのは、区域施策編の中でスタートしていくわけですけれども、それはやっぱり国の動向とか

県の動向とかを見た上で、ここが足りないよねっていうところ、ここが課題になってくるよねっ

ていうところを明らかにした上で、その計画と、あとは施策を打ってくっていう必要性があるん

だろうなっていうところを、考えております。 

（ 野委員長） 東委員。 

（東委員） ありがとうございます。 

なんか理念的なところを聞いてしまったような感じで、室長も答弁に困ったんじゃないかと

思っていますが、質問する方もよく理解できてないような質問してしまったりして、申し訳あり

ません。 

要はここに書いてある個別のことをこれどうですか、これどうですかって聞くのはやぶさかで

はないのですが、大前提としてＧＸ推進室をあえて生活環境課で、もう省エネプランとか、いろ

んなところで環境基本計画もあるわけで、あえて市の機構として作ったっていうところ意義と、

そしてそこでそのどういうミッションをもらって皆さんがやっているのかっていうところがまず、

完全に理解できないと、なかなかその公立のそのこれ何で使うんですかって聞いても駄目だなと

思ったので、すいません、何回も三回も、同じことを根掘り葉掘り聞いてしまったということで

した。 
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今のところで、まずは、今日のところは理解しましたので、大変だろうなということは、よく

わかりました。 

１点だけ。地球温暖化対策実行計画（区域施策編）のところ、イメージとしてですが、例えば

ここが５市町村合併していますが、その区域っていう言葉にちょっととらわれてしまっているか

もしれませんが、どういうふうにこれを作っていくのかな。 

あとその事業者は、この区域の中に入ってくるという理解でいいのか、そこだけちょっと確認

させてください。 

（ 野委員長） 及川室長。 

（及川室長） ちょっと補足説明になりますけども、ＧＸ推進室を生活環境課の方に置いたとこ

ろで、基本的な考え方は、環境の中に、再生エネルギーいう大きな立ち位置に立って、我々の方

で、再生エネルギーも含めてやりますよというところになっているということでご理解ください。

その他の部分は副主幹から。 

（ 野委員長） 大内副主幹。 

（大内副主幹） ありがとうございます。 

それでは、地球温暖化対策実行計画の事務事業編と区域施策編その区域施策の方についてのご

質問であったと理解しております。 

まず、事務事業編、あるいは区域施策編という呼称につきましては、地球温暖化対策の実行に

関する法律の中で、そのように区分けをされているところなので、そのまま、その名称を各市町

村・国等で利用しているというところでございます。 

削減の対象につきましては、いわゆる市の行政区域全体に及ぶ施策について、考えていきま

しょうという分野ということで理解しております。 

なので、その点からいたしますと、東委員おっしゃいましたとおり、事業者、市民の皆様おひ

とりおひとり、あるいはその他団体につきましては、この区域施策の中で、どのように、地球温

暖化に対して取り組んでいきましょうかという部分、環境基本条例でいうところのその責務に対

して、そういった部分について増えていくものと考えてございます。 

環境基本計画の現行の分につきましても同様に、市民、事業者の皆様それぞれこういうふうに

取り組みましょうというところで様々な目標指標に合わせての取組事項の記載がございますので、

そういった形に沿った形で、脱炭素、地球温暖化対策という部分について、こういう取組という

ことをピックアップしていきたいなというところでございます。 

以上です。 

（ 野委員長） 小野委員。 

（小野委員） 今日はありがとうございます。 

まず、今やっている施設の調査に対してなんですけども、これもちろん指定管理施設も入って

いることでいいのかっていうところを最初に確認させてください。 

（ 野委員長） 大内副主幹。 

（大内副主幹） 入っております。 

（ 野委員長） 小野委員。 

（小野委員） そうしますと先ほど来、研修体制に関してはまず、部長管理職からというお話も

ありまして、一方で技師の存在も重要だっていうところもありましたけども、いわゆる、その指

定管理施設に対してどのように今後アプローチしていくのか、指導というのかというところもし

くは、その技術的なサポートだったりという部分をどのように考えているのか、解説していただ

ければと思います。 

（ 野委員長） 大内副主幹。 

（大内副主幹） お答えいたします。 

今回の調査の成果につきましては、導入後のコストについても、可能な範囲で積算をお願いし

ているところでございます。 

各施設の先ほど申し上げた形状や敷地の向き等を含めて、何キロワット乗るでしょうと。で、

さらに30分単位の電力を把握したときに、その施設で毎日どのぐらいの電力の移動があるかとい

うところが把握できますので、それを含めると今の電気の単価を掛けるといくらかかりますとい
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うところが出てきます。そういったような情報がもしその対象施設の中で指定管理施設の中で成

果として出た場合には、それをまずは所管課の方に提供差し上げて、施設の改修のタイミングで

すとか、あるいは今の段階でも予算上措置できる可能性があるということであれば、それをもと

に、改めて、再度詳細な入れる前提での設計仕様等を原課の方で組み立てていただけるように、

成果について担当所管課の方に提供して参りたいというところで考えているところでございます。 

（ 野委員長） 小野委員。 

（小野委員） まずはでは、所管課を通じての市の指定管理事業者へのアプローチということの

ご説明だったのかなと思うんですけども。 

そうしますとあとは、実際に太陽光がもし設置されたとすれば後はその次のステップの話なの

で、まずは今のところそうだっていうところはわかりました。 

それで指定管理に関してもう１つちょっと気になっているのが、地区センター全部って言えば

いいんですかね。でもじゃない箇所もあるかもしれませんが、基本的に今、既に太陽光が乗って

いる部分の評価といいますか考え方をどのようにしていくのかっていう部分もありますし、それ

からもう１つはそもそもまず考え方として省エネ、分母を小さくしていくっていうことで、もう

本当そのとおりだと思うんですけれども、そういった、今までも何とかそういった指定管理事業

者に対しての省エネの呼びかけっていうのはあったと思うんですけれども、そういった部分も今

後いわゆるさらに強化していくっていう考えになっていくのか。それがどんどん高まっていって

ひいては、なんでしょう、例えば、指定管理料の積算のところまで、それが切り込んでいく形に

なるのかという部分、わかる部分で、今考えている部分でお願いします。 

（ 野委員長） 大内副主幹。 

（大内副主幹） お答えいたします。 

前半の部分の現時点で複数の地区センターの方に、グリーンニューディールということで震災

直後に、避難施設というものを強化するという視点で導入された太陽光発電及び蓄電池が措置さ

れております。ただその蓄電池につきましては、非常に10何年前の話での蓄電池なので、出力が

非常に脆弱で、パソコン１つつなぐと警告が出るようなレベルということで、現在はキャンプに

使うような、ポータブルのそういった蓄電池だとそういったことは起こらないような状況の非常

に、より溢れている状況なので、そういったところについては太陽光発電パネルについては、稼

働をちゃんとしておるというところでございますので、持っているものを有効活用、エネルギー

を有効活用するという視点で検討していく必要があるのかなというところで考えてございます。 

２点目の省エネの部分についてのそういった情報を提供、共有のアプローチの仕方でございま

すが、これまで省エネというふうな言葉がおそらくイメージされるのが、ボランティア精神に溢

れた環境対策みたいな、やると立派ですよみたいなというような印象を持っているような職員も

多いように受けとめてございます。 

現時点でその省エネにつきましては、再エネの導入と切っても切り離せないという意味で気候

変動という形で影響をたくさん受けられている方もいらっしゃると思いますが、身近なところで

は先日までの猛暑のように、非常に危機を、命に危険をさらされるような住民の方もいらっしゃ

るということを裏返したときに、省エネというのがいかに重要であるかと、ボランティアとか、

やったら立派ですよという取組はもうそういう簡単、非常に古い感がやっぱりやらなければなら

ないということでの考え方、そういう視点で新しい価値観としての省エネを研修等の機会を通し

て、職員を含めてお伝えしていっていければいいなというところで考えてございます。 

以上です。 

（ 野委員長） 小野委員。 

（小野委員） 自分が元指定管理者だったのでちょっと気になって聞いてしまいましたけども。

ちょっと別の部分でお聞きしたいのが、財源とか財政的な部分、財政がもうお金、いわゆる売却

するわけです、Ｊクレジットを。で、そのいわゆる特財化までするのを検討するってお話でした

けども、単純に収入、販売処理をされたお金が市として何という区分のお金で、いわゆる収入の

考え方としてどのように１回入れられて、あとはそこからの流れなっていくと思うんですけども

その販売収入のお金のまず扱いというものを、仕組み上どのように、これからだと思いますが整

理されていくのかなっていうところをちょっと確認させていただきたい。 
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それから、もう１つが、その民間事業者に対して実際にＪクレジット市場に参入する民間事業

者が市内に出てきた場合には今やっているノウハウを提供していくという部分だったと思うんで

すけれども民間のいろいろな例えばそれなりの工場であったりとかっていう部分が出ている例は

わかるんですけども、奥州市のいわゆる基幹産業と言われてこの農業の分野が今、そういったと

こにも参入してこいよっていう声が、動きが広まっている中で、個別農家に対してどうのこう

のってのおそらく、非常に不可能なんだろうなという部分に対して、例えば農協さんを通じてと

いう考え方になるのか、そういった農業、いわゆる田んぼが吸い取っているっていう部分の考え

方っていうのを今後どのように整理されていこうとしているのか。これからであればこれからと

して現状をお聞きできればなと思います。 

（ 野委員長） 及川主幹。 

（及川主幹） ただいまの質問の部分ですが、１つは、予算の取扱いの部分とあとは、Ｊクレの

農業部分への波及といった２点だったかと思いますが、予算については今先ほど言ったとおりプ

ロポーザルで選定された事業者と調整中ということですが、基本的には利益が出た分から、事業

者が自分たちの経費を差し引いた残りを市が歳入として、受け取ると。歳入の形は雑入になるの

か、何か特定の科目になるのかというのはこれから検討かと思いますが基本的には雑入になると

思います。 

そちらを財源にして、今度は先ほど部長からありましたように、森林の経営計画を策定するに

も、やはりその人手、経費がかかりますので、そちらに充てていけば、どんどんＪクレに回せる

森林が増えていくということになりますので好循環ができ上がるという格好になりますので、今、

今回のＪクレジットの形ですと基本的には市がマイナスになることはないという形態でやってお

りますので、うまくそういった好循環にもってくれればいいなと考えているところです。 

それからあと、２点目の他の分野への波及ということですがＪクレジットのその認証の形式っ

ていうのは、現在大きく、細かいところで分けると60種類ぐらいもう既に認証の形があるという

ことだそうで、これからもどんどん増えてく。要は、新たに炭素を減らす取組、この仕組みを認

証できるような形で、事業を組み立てれば、追加で認証されていくっていうような仕組みですの

で、どんな取組であっても炭素が削減されるっていうところが実証できれば、どんどんどんどん

これからいろんな種類の農業にかかわらず、増えていくということで、わかりやすく言えば例え

ば、こういった（庁舎の照明に）ＬＥＤを入れることによって、主要電力が減りました。その使

用電力が減った分だけ炭素が減ったということになりますので、規模が大きい工場であれば、そ

れをクレジットとして認証を受けることができます。 

そういったようなこともありますので、我々としては今回の形を１つの実証試験のような形で

考えておりまして、こういったノウハウが蓄積できて、こういった形でやればできますよという

ようなところを、農業分野に限らず、関係する部署にどんどん提供していければいいのかなとい

うふうに思っております。 

農業関係でもご承知だと思いますけれども、八幡平市の方で、田んぼの中干し期間を延ばすこ

とことによって、メタンの排出を抑えられるというような形でのクレジット認証がされています

けれども、これもまだちょっとやはり実証レベルにあるといいますか、ある程度数を集めないと、

面積を集めないと、なかなか効果のあるような形になってこないということで、まだ具体にどう

なったかっていうのはちょっと聞こえてはきていないんですけれども、いずれそういったような

ことで、今までは全くその価値を生み出さなかったようなものが、１つちょっと発想をひねれば

そこから利益が出てくるという形に変わりますので、どこにそれが転がっているかわからないと

いうようなところもありますけども、我々としても、そういったもので奥州市にも合うようなも

のがあれば、どんどん情報提供できればいいのかなと考えております。 

（ 野委員長） 小野委員。 

（小野委員） ありがとうございます。 

２点目の方に関してはわかりました。 

１点目のいわゆる予算上の取扱いの件で、いわゆる、利益が出た部分を受け取るというお話で

すけれども、例えばこれが、ふるさと納税の場合だったらば総額が入って、委託事業者等々にお

金が出るっていうところで、全体的な事業費そのものが見ればわかるような形になっていますけ
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れども、今お話のように入ってくる分だけって言った場合に、その総額というとかそれから、事

業者さんが経費として受け取った分とかっていうのが見るために、見せ方として計画ができれば

何らかの報告書という形ができるのかなと思うんですけれども、その辺のお金の流れを示すやり

方について、どのように考えているか、最後お聞きして終わりたいと思います。 

（ 野委員長） 及川主幹。 

（及川主幹） そちらについては契約なりその協定を締結する際に、例えば、まずそのクレジッ

トの認証額がどれぐらい、総額がどれぐらいなのかで、実際売却で買っていただかないとお金に

なりませんので、その売り上げが総額どれぐらいなのか。その認証するための実際どれぐらい減

らしたかっていう検証を毎年やらなければいけませんので、そういった検証にかかる費用とか、

事業者側の販売する手数料とか、経費、人件費といったようなところについては、毎年度、毎年

度、明確にしていただいて、最後、これくらいの額が市に入りますよっていうなものは明確にす

るような形で契約を結ぶことで考えております。 

（ 野委員長） それでは、私から何点か、お伺いします。 

まず私も、今回の資料をいただいて今説明いただいた今の取組、これからの取組っていうのは、

区域施策編というよりも、事務事業編、今１事業者として自治体が取り組んでいるというふうに

ちょっと受け取っておりました。それが間違っていれば、ご説明いただきたいんですが。 

今回は、計画策定ですよね。要は、第３次の計画の見直しをするし、事務事業編については今

回触れないで、区域施策編に入るというふうに私は受け取っているんですが、この区域施策編の

部分について、どういうふうに組み立ているかっていうのは、この計画に盛り込むかっていった

ときに、これは推進室独自で策定されるのか、どこかに、今実際調査しているものもあるんで

しょうけれども、調査計画書を策定するのは、どこかにこれから委託して、要は令和８年度末に

完成させるという考えなのか、まず１つ確認をさせていただきたいというのがあります。 

それと、部長の話ですと、事業者については、ほとんど国県の方でも、既に進んで取り組んで

いる事業者もあると、それは事実だと思いますけども、自治体が市を事業所と、市民を巻き込

むっていう時に、先行して、職員の研修っていうのは大事だとは思いますけど、あわせて、事業

者、要は市内の事業者に対しても、そういう説明っていうか研修っていうのは、行政独自として

必要ではないかと思うんですが、それは県の考え方というふうに思っておられるかというのが１

点。 

あと、副委員長の最初の話でちょっと私が聞き漏らしたかと思うんですが、かなり広範にわた

るなんていいますか、計画もそうですけど、取り組むことっていうのは多岐にわたって、それは

市にとってどれが効果的な施策なのかっていうのは、非常に検証、調査検証した上でないとでき

ないし、進めるときに職員でできるかっていうとなかなかできないと。やっぱりサポートといい

ますか、牽引してくれる人がいないとなかなか、平成18年に作った再エネルギー計画書みたいに、

計画書は立派だけれども、結局進まないというようなことが、今まであったわけですよね、合併

直前からと。 

何年経ちましたっけ。そういうふうになっては困ると。そのときに足りなかったのはやっぱり、

牽引するスタッフがいないっていうのがあったと思うので、その辺どういうふうに考えるか。推

進する上でどういうふうにそういう体制を整えていくのか、その点について、お伺いしたいと思

います。 

及川主幹。 

（及川主幹） それでは今、３点、大きくお話があったかと思います。 

まず、区域施策編の策定の進め方、進め方といいますか方法ですけれども、令和７年度から8年

度にかけて、これは調査、策定業務の委託を予定しております。 

資料の方にも、策定の際の調査、内容とかは若干書いておりますけれども、いずれ奥州市に

とってどういった強みがあるのか、エネルギーの地産地消をするにしても、やっぱりその全くな

いものをゼロから作るってのはこれはなかなかやっぱり難しいものですので、では、今の奥州市

の強みは、森林なのか、それとも、いろいろありますけども、バイオマスなのか、当然太陽光は

主力となるとは言っても、その他の部分で、小水力なのか、いろいろ考え方はあると思いますの

で、そういったところで、奥州市として無理なく、強みとして発揮できるのがどういうところ
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かっていうのをしっかり調査した上でないと、やはり持続性がない事業、例えばその初期の投資

だけは、国庫補助で仮にできたとしてもあと回っていかない事業になる可能性が大ですので、や

はりそこはきちんと奥州市でこれから回していける事業というところを考えなければいけない。 

木質バイオマスなんかも、結構いろいろご助言をいただくんですけども、現在そのチップとな

る部分を輸入しなければいけないという意味では、これはもう全く回る仕組みではないというこ

とですので、やはりその市、例えばＪクレジットを含めて、森林に手を入れることによって、ど

んどん間伐材が出てきて、それを安定的にバイオマスに供給できますよということであれば、全

く可能性はあるんですけれども、今は、何としてか、どっかでかき集めてこないと回らないとい

うことだそうですので、そういった状況のところで強行すれば当然持続性のない事業になります

ので、そういったことも含めて、しっかり奥州市の強みを調査しまして、どういったところに力

を入れていくかということを定めていくということになるかと思います。 

それで先ほど事務事業編というところで市の施設の関係のところだけしか見えないというよう

なご指摘でしたけれども、確かに今は、事務事業編に基づいて、例えば庁舎のＬＥＤ化とか、あ

とはこれからですけども電気自動車の導入等も今後、考えることになるかと思いますそれは、実

際今計画がありますので、それに基づいて行っている取組です。 

ただ、今後それを市民を巻き込む、それから市内の事業者を巻き込んでやるということについ

ては、今、先ほどから出ている区域施策編の中で、大きいその根拠なり、方向性は決めていくと

いうことになるんですけれども、直接市が行う事業ということではなくて、いろいろＰＰＰも含

めて、いろいろな民間事業者さんとの連携とか、あとは国・県なりの補助金の活用も含めて、実

施主体は市ではなくて、やはりその民間なり地域の団体なり、そういったところでやっていただ

くものを応援していくというような形になっていくかと思います。 

私は自分たちの部分しっかり独自でやっていくと、それから民間部分の取組については、当然

こういうふう、方向性とこういう取組をしましょうというところは当然、計画としては示すんで

すけれども、それぞれの事業については、核となる企業さんとか団体にやってっていただかなけ

ればなりませんので、そういう意味では、やはり人材育成もご指摘のとおり必要だというふうに

思います。 

２番目の質問とちょっとかぶりますけれども、やはり市の職員だけではなくて、例えば今、商

工観光部の方で、例えばその経済界との懇話会みたいな会議が持たれていますけれども例えばそ

ういうところにお邪魔させていただいて、そういうＧＸの取組をお話させていただくとか、あと

は今はちょっとあくまでもまだとっかかりを掴んだだけですけれども、今回の連携協定を結ばさ

せていただいたミチノクさんと、これからそういうＧＸの考え方に賛同していただける企業さん

をどんどん募って、最初は勉強会から始めていこうやというようなこともちょっと考えたりして

いますので、そういったこと。それからあと、最初にお話がありました、市民向けの教育といい

ますか市民向けの広報の場ということで、広報の11月号、まずはそのＧＸの取組とは何ぞやとい

うような入門編というような形での特集記事を今、執筆中ですのでまさにこのタイミングといい

ますか10月24日ですか、発行されますので、まずは地ならしをそういった形でしていこうという

ふうに考えているところでございます。 

（ 野委員長） 及川室長。 

（及川室長）委員長からお話ありましたエネルギービジョンのときにその引っ張る人、マンパ

ワーがなかったんじゃないかということでございます。 

振り返ってみて私もエネルギービジョンをもう１回見させていただきましたけれども、やっぱ

り、国庫補助を取ってくるための計画、それでは駄目だなっていうのを思いました。 

マンパワーは全部、人件費は税金持ち、この構図は、継続できない。いかにビジネスモデルに

落とし込むか、どうやって収益を上げて人件費まで払うか。そこが考えられてない計画だった

なっていうのが１つあって、多分これでは進まない。その部分を解決しながら、例えば奥州市が

取り組むべき事業として本当に売電までやりたいのであれば、地域エネルギー会社を出資して作

らざるをえなくなる。そこまで行くかどうか。それが必要かどうか。 

奥州市として、３セクとして必要なのかどうかっていう判断は、これからいろんなところと検

討していった方がいいかと思って。ただ、市町村が全部地域エネルギー会社を持ちなさいという
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のはちょっと変かなと思っていますし、もっと大きい括りなんだろうなって、我々はちょっと

思っています。 

北上市でもやっていますが、紫波町は北上市の新エネルギーところに業務をお願いしたりして

やっていますので、であれば広域で取り組んだ方がリスク管理もできますし、負担も少なくでき

るんじゃないかなというところで、ちょっと市町村の単位でやるのは無理があるかなっていうふ

うに今のところ、我々の見立てではそうなんで、そういった部分ではやっぱりそこら辺の判断を

するのもやっぱり専門家の方に入っていただかないとなかなか難しいと思いますので、いろんな

業界団体の方々や、そういったものを含めて、協議する場を区域施策編の中では、協議体として

は持ちたいなというふうに考えています。 

ただ全方位的に今回は、例えば、太陽光の話、次はＪクレジットの話ってなると、プレーヤー

が全部違ってくる。そうすると、横断的な１つの組織を作って回るかどうか。むしろ部局的にこ

の関係の方々がここに集まってください、この関係の方々は、ここに集まってくださいっていう

ような集め方をしないと興味がそがれてしまうのかなっていうところもありますので、そういっ

たところも含めてこれからその区域施策編の協議体については、いろいろと知恵を絞っていきた

いなというふうに考えています。 

以上です。 

（ 野委員長） はい、ありがとうございました。 

そういう意味ではぜひプレーヤーの育成も育成するのか、外部にお願いするのか、これやっぱ

り、今後進める上では、長期的にやっぱり担保してあげないと、事業を推進する、あるいは成果

を上げるっていうのはなかなか難しいと思います。 

ぜひお願いをし、あわせて現在、新工業団地で、それぞれ工場がこれから建つと。当然その地

域内の資源を地産地消で考えたときに、こういう企業さん方にも、工場建てるときに、やはりそ

の辺のなんていいますか、省エネっていいますか、そういう部分も配慮していただくような働き

かけも、担当者に必要なのかなっていうふうに思っていましたし、先ほど農業で言えば、要はそ

の長期中干しによる、メタン発生の抑制に繋がるとは言われているんだけれども、一方、あまり

中干しすると米の品質が下がるという、相反する部分があるので、それをどうしたらいいかって

いうのを今のうちに農政サイドに働きかけながら、実証実験でもいいですし、モデルでもいいで

すから、そういう蓄積をしながら１つ、この計画の中で盛り込んでいただければいいなと。これ

は要望でございますので、１つよろしくお願いしたい。 

（ 野委員長） 及川部長。 

（及川室長） 工業団地の部分の工事、工場の建設については多分国の補助金とかが入っていま

すので、県の方で大分支援していると思われます。 

企業振興課の方でも、そういった部分についてはかなりアンテナを高くして、対応していると

思うので、そこはあまり心配はないかなと。ただ、逆にもう工場を建てる方も、やっぱり2050年

のゼロカーボンを達成しなければならないので、企業会計上、達成しないとその分を返さないと

いけないので、かなり積極的に、トヨタ東日本もそういう再生エネルギーを購入するための組織

を立ち上げて、奥州市もその構成団体に今度入ることにそういった意味では企業間の競争が激し

くなる。 

そういう意味で、ただ、東日本の工場に持っていかれると、金ケ崎町で再生エネルギーを消費

されてしまうことになりますので、我々とすれば、市内の東日本の関連会社で、再生エネルギー

を買ってほしいっていう、そういう取組はこれからしていかなきゃいけないかなと思います。 

あと、農業の部分ですけれども、中干しの部分については、もう岩手ふるさとさんで取り組ん

でいますので、２ヘクタール以上の方々を対象として、募集をかけてやっているということで、

中干しの期間についても、その収量に最小限、影響しない範囲で設定されているようですので、

そこら辺はもうかなり研究された上で、何日間なら大丈夫です、みたいな形で業者の方ではそう

いうアナウンスをしているという状況なので、もう奥州市内でも始まってはいるというところで

ございます。 

以上です。 

（ 野委員長） あとなければ質疑を打ち切りたいと思いますが、よろしいでしょうか。 
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 よろしいですか。 

大変ご苦労様でございました。 

おそらく、まだスタートの時点でご苦労なさったのかなと。もう少し、あと１年後にでも、所

管事務調査をすればよかったのかもしれませんが、また改めて、その後の経過等についても、も

しお時間いただき、できればまた対応をお願いするかもしれませんが、その際は、ひとつよろし

くお願いいたします。 

本日は大変ありがとうございました。 

では、当局の方々にはご退席をお願いいたします。 

 

（以下略） 



2024.10.8 建設環境常任委員会所管事務調査 

市民環境部 GX 推進室 
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GXの推進状況について

令和６年10月８日所管事務調査 市民環境部GX推進室

１ GX推進室の設置時期

令和６年４月１日 市民環境部内に設置

２ 体制

６名体制（専任１名、兼務５名）

室長、主幹、副主幹（専任）、主査２名、上席主任

・市有林に係るＪクレジットにおける共同創出者のプロポーザル実施（R6.8.6）

・2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明（R6.8.7）

・市保有施設等に係る太陽光発電導入可能性調査契約（R6.8.17）

・脱炭素に関する連携協定を大手飲料メーカー及び市内企業等と締結（R6.8.29）

３ これまでの取組

1

４ 今後について

・市保有施設に係る太陽光発電導入可能性調査の実施

・令和８年度末までに第３次環境基本計画、地球温暖化対策実行計画（事務事業編・区域施策編）策定

・職員向けGX関連研修の実施

・令和６年度からローリング（総合計画の見直し）における未来投資枠対象事業（令和７年度予算に反映）

にGX事業を設定。



GXの推進状況について

令和６年10月８日所管事務調査 市民環境部GX推進室

２

室 分掌事務 業務内容 主担当 副担当

室内の統括に関すること 及　川　協　一 及　川　政　典

室内の庶務に関すること 大　内　守　人 神　田　孝　志

再生可能エネルギーに関する
情報収集及び提供に関するこ
と

大　内　守　人 濱　真由美

再生可能エネルギー導入に係
る国、県の照会、調査に関す
ること

大　内　守　人 神　田　孝　志

再生可能エネルギー導入に係
る相談（公害は除く）、影響
調査に関すること

大　内　守　人 濱　真由美

環境基本計画の策定に
関すること

環境基本計画の策定に関する
こと

大　内　守　人 高　橋　健　一

地球温暖化対策実行計画の策
定に関すること

大　内　守　人 高　橋　健　一

地球温暖化対策に係る情報収
集及び提供に関すること

大　内　守　人 濱　真由美

温室効果ガス排出量の調査、
報告、公表に関すること

濱　真由美 大　内　守　人

地球温暖化対策、脱炭素化に
係る国、県の照会、調査に関
すること

濱　真由美 大　内　守　人

ＧＸ
推進室

再生可能エネルギーの
推進に関すること

地球温暖化対策の計画
策定及び推進に関する
こと

事務分掌



GXの推進状況について

令和６年10月８日所管事務調査 市民環境部GX推進室

3

第３次環境基本計画等の改定スケジュール（予定）

第
３
次
奥
州
市
環
境
基
本
計
画

環
境
基
本
計
画

地
温
対
計
画

（
区
域
施
策
編
）

地
温
対
計
画

（
事
務
事
業
編
）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

市保有施設等に係る

ポテンシャル調査

事務事業における
脱炭素の

方策検討材料

職員研修

各所管業務における
脱炭素の取組を促進

「2050年二酸化炭素排

出実質ゼロ」表明

市の目指す方向性
を確定

環
境
基
本
計
画
、
地
球
温
暖
化
対
策
実
行
計
画
等

の
策
定
に
必
要
な
調
査
、
調
整
作
業
等

・
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
把
握
、
手
法
の
検
討

・
温
暖
化
対
策
手
法
の
検
討

・
国
等
の
動
向
を
踏
ま
え
た
ト
ピ
ッ
ク
の
検
討

・
こ
の
分
野
に
お
け
る
地
域
課
題
の
検
討

計画内容の整理 【策定手続】

・
計
画
素
案
作
成

・
環
境
審
議
会

・
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

等


